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主要事業意見交換
　
□検討課題
　行政経営ポリシーの経営理念に基づく「組織づくり」
　芽室町職員一人一人は、組織の貴重な財産であり、それぞ
れの個性や特長を生かし認め合い、総力を結集させ「チーム」
として、安定的で強固な持続可能な組織を創ります。

■解決策
　１　４方針の成案化と推進
　　　 （１）職員数適正化方針
 　　　（２）民間活力活用方針
 　　　（３）機構改革実施方針
 　　　（４）人事考課実施方針

　２　イクボスプロジェクトチーム等による業務改善推進
　３　自治体間ベンチマーキングの検討

サマーヒアリング(主要事業意見交換対象事業は進捗状況も記載)

 * 推進のための具体的な内容と時期について記載してください。矢印で期間を示すのではなく、実施予定時期を明示します。
 *一番下の行は削除しないでください。

サ
マ
ヒ
ア

業務詳細

意
見
交
換

機構改革実施方針

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

人事考課実施方針

意
見
交
換

行政経営ポリシーの推進

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

民間活力活用方針

サ
マ
ヒ
ア

評価・計画・予算の
年間スケジュール(予定)

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

3月2月1月12月11月10月9月8月7月
◆ 業務スケジュール

町長公約
行政改革の推進
役場内組織の検証

公約達成
年次 2020年

5-2-1

事務事業名 行政経営係行政経営推進事業

年度 ヒアリングシート 〔主要事業意見交換・サマーヒアリング〕 総合計画
施策番号2020

所属
部門 総務課

6月5月4月

◆ 検討課題と解決策

事務事業

評価提出
サマヒア提出 実行計画提出 予算提出

●
進捗管理（北大アドバイザー）

●
進捗管理（北大アドバイザー）

●
庁内パブコメ⇒方針成案化

（下旬）機構改革検討（ＰＴ）

● ●
第一段階の一定の方向性

上半期評価

●
職員アンケート実施

●
継続検討（実施可能なものは令和３年度からスタート）民間活力の検討（行政経営・企画調整・財政）

●
（中旬）庁内パブコメ⇒方針成案化

● 各課ヒアリング●
条例改正（課設置条例）

●
庁舎移転に合わせて一部実施

● ●
町民周知②⇒R3.4全面実施

●
町民周知

（下旬）職員組合との情報共有、職員説明会）
●

（下旬）庁内パブコメ⇒方針成案化

●● 目標設定 ●
下半期評価

●

自治体間ベンチマーキング検討

●

1

Administrator
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Administrator
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限られた財源（中期財政計画）・町⺠の想い（住⺠⾃治）

地方公務員法
地方自治法の改正

会計年度任⽤職員制度の創設
（非正規職員の待遇改善）

新たな組織づくりの方針
（職員満⾜度の向上）

待遇・任⽤の厳格化
働き方の改善（時間の生み出し）
・業務ｽｸﾗｯﾌﾟ&ﾋﾞﾙﾄﾞ・⺠間活⼒活⽤
・ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ・多様な働き方
人財の育成（人の成⻑）

職員が誇りをもてる組織
確実な成果につながる組織

芽室町⾏政経営
ポリシーの策定

時代に合わせた組織の再構築
１ 芽室町「職員数適正化」方針
２ 芽室町「⺠間活⼒活⽤」方針
３ 芽室町「機構改革実施」方針

質の⾼い第５期総合計画実現＝町⺠満⾜度の向上
芽室町職員数適正化方針 

    方針期間 令和２年度～令和８年度 

2 現状（職員数の客観的評価） (p5)

(1) 類似団体別職員数での比較 △ ７人
(2) 定員回帰指標での比較 △ ４人
(3) 定員モデルでの比較 △16人

1 背景 (p11)

(1) 第５期芽室町総合計画
(2) 芽室町⾏政経営ポリシー
(3) 芽室町職員人財育成基本方針
(4) 地公法・地⾃治法改正（会計年度制度導⼊）
(5) 芽室町中期財政計画

４ 今後の方針(p14)

(1) 総合職は、客観的評価により少数精鋭での⾏政執⾏と分析できるため、政策に濃淡を付け、全体職員数は「維持」する。
(2) 業務・専門職は、⺠間活⼒や広域化と共に、総合職としての待遇を並⾏して検討し「減少」の方向性とする。
(3) このことにより、中期財政計画との整合を図ることとする。

３ 中期財政計画との比較(p15)

※1 類似団体別職員数
〜人⼝規模と産業構造を基準に全国町村を85分類にして比較

※2 定員回帰指標
〜人⼝と⾯積を⽤いた比較分析

※3 定員モデル
〜⾏政需要を表す統計数値等から比較分析

1 経過(p1)

H15. 8 ⺠間活⽤基本計画
H16. 9 ⺠間委託実施計画
H16.10 芽室町の公の施設に係る指定管理者

制度導⼊基本方針
H18 指定管理者制度導⼊
H18     第８次⾏政改⾰⼤綱
H22. 1 第２期⺠間委託実施計画
R1  . 5 芽室町⾏政経営ポリシー策定

芽室町民間活力基本方針 

   方針期間 令和２年度～令和８年度 

2 背景(p4)

(1) 芽室町⾏政経営ポリシーの策定
（⺠間活⼒の積極的な活⽤を明記）

(2) 会計年度任⽤職員制度の導⼊
（組織の再構築の必要性）

(3) 受託事業者の増及び受託手法の拡⼤ ■⺠間活⼒活⽤の検討が想定されるもの
（今後担当部署と要調整）
職員給与⽀払事務・所得税源泉関係事務・公営住宅

維持管理・国保被保険者資格管理事務・窓⼝関連事
務・⼦どもセンター運営事業・町営牧場管理運営事
業・めむろ駅前プラザ維持管理事業・除雪業務・公園
施設維持管理・教員住宅管理事業・学校事務補業務・
学校給⾷センター調理業務・集団研修施設「かっこ
う」維持管理事業・図書館維持管理事業

３ 検討の視点(p5)

(1) 町⺠満⾜度の向上
(2) 経費削減と⾏財政の簡素化
(3) 事務処理の効率化
(4) 蓄積された専門的な知識・技術等の活⽤
(5) 相乗効果への期待
(6) リスクへの対応

直営と⺠間活⼒の役割分担イメージ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

非定型的 

定型的 

専門性（低） 専門性（高） 

常勤職員・任期付職員 

再任用職員・特別職非常勤職員・

臨時的任用職員 

民間活力活用検討 

 

民間活力活用検討 

 

会計年度任用職員 

民間活力活用検討 

【第 1 エリア】 【第２エリア】 

【第３エリア】 【第４エリア】 

芽室町機構改革実施方針 

   方針期間 令和 2 年度～令和８年度 

1 経過(p1)

H２ 助役の定数を増加する条例施⾏ (H2.8.1-H6.7.31)
H７ 部⻑制導⼊（H7/４部、H11/2部、H14/1部 計７部）
H17 グループ制導⼊（H17/４G、H18/7G、計11G）
H20  部⻑制及びグループ制を廃⽌

2 背景(p2)

(1) 第５期芽室町総合計画の策定
(2) 芽室町役場新庁舎の完成
(3) 少⼦⾼齢化の進⾏
(4) ⾏政経営の意識の重視

＊改⾰から経営へ⾏政執⾏の意識の転換

4 検討する要旨(p3)

(1) 副町⻑の定数のあり方
(2) 部制の導⼊の考え方
(3) 政策実現に向けた特命部署の設置
(4) 参事・主査職・単独課⻑補佐の考え方
(5) 課の適正規模の設置
(6) 係の適正規模の設置
(7) 議決機関・⾏政委員会の組織のあり方
(8) 庁内意思決定機関のあり方
(9) その他必要な事項
…………………………………‥………………‥…‥…
＜機構改革決定手順＞
1 条例改正議会提案（R2.9）
2 新庁舎移転に合わせて一部新機構スタート(R3.1)
3 新機構スタート (R3.4)

実施方針は、新庁舎移動時（R3.1)及び令和３年度
(R3.4)の機構改⾰を目指し、その考え方を整理した
ものであります。

3 基本的な考え方(p3)

(1) 町⺠視点に⽴った分かりやすさ
(2) 第５期芽室町総合計画の実現
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主要事業意見交換

　□検討課題
　　 人財育成基本方針に基づく「人づくり」
　　 ４つの分類に分けて、求められる職員像を実現
  ■解決策
　　(1) 自己啓発
　　　　 チャレンジ企画研修の充実実施
　　(2) 職場内研修
　　　　 「教育」「郷土愛」をテーマに開催、新規職員合宿研修
　　(3) 職場外研修
　　　　 アカデミー、NOMAなど
　　(4) 派遣研修
　　　　 官公庁、民間等への職員派遣（R3以降の民間派遣先模索）

第１stage　研修➡個々の知識UP（従来型）
第２stage　研修➡組織風土を変える（イクボス宣言など）
第３stage　研修➡政策への展開

サマーヒアリング(主要事業意見交換対象事業は進捗状況も記載)

 * 推進のための具体的な内容と時期について記載してください。矢印で期間を示すのではなく、実施予定時期を明示します。
 *一番下の行は削除しないでください。

サ
マ
ヒ
ア

業務詳細

意
見
交
換

シティープロモーション
の本質から郷土愛を学
ぶ研修

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

新規採用職員へのアプ
ローチ強化

意
見
交
換

職員研修の実施

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

教育の本質からまちづ
く、人づくりを学ぶ研修

サ
マ
ヒ
ア

評価・計画・予算の
年間スケジュール(予定)

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

3月2月1月12月11月10月9月8月7月
◆ 業務スケジュール

町長公約 職員研修制度の充実
公約達成

年次 2022年

5-2-1

事務事業名 行政経営係職員研修事業

年度 ヒアリングシート 〔主要事業意見交換・サマーヒアリング〕 総合計画
施策番号2020

所属
部門 総務課

6月5月4月

◆ 検討課題と解決策

事務事業

評価提出
サマヒア提出 実行計画提出 予算提出

●
研修計画・年間スケジュール・公募型研修周知

5/25  ①主任以下 ②管理・監督職 ＊同内容で２コマ開催 講師 大正大学 浦崎太郎氏 / 程野教育長

●
講師調整

●

10/ ①主任以下 ②管理・監督職 講師 東海大学 河井孝仁氏 ＊町民参加検討

●
講師調整

● コアメンバーによる政策形成研修 講師 大正大学 浦崎太郎氏 / 程野教育長

●

●
講師調整 5/中旬 新規採用職員結団研修（嵐山 １泊２日） 講師 ㈱smiles  中神美佳氏

● ● 内定フォローの検討・実施

3



職員研修事業 ４，８８８千円

一般管理費 総務課

職員研修は、地方公務員法第３９条に基づき芽室町職員人財育成基本方針を定め、芽室町行政経営ポ
リシーとの両輪で、人づくり・組織づくりを進め、求められる職員像を育成し、第５期芽室町総合計
画をより質の高い実現を進めることを目的としています。

職場内研修① （外部講師） まちづくりと 「教育」

「教育」の本質から人づくり・まちづくりを学ぶ

◇講師
大正大学地域構想研究所
教授

浦崎 太郎 氏

◇研修日程 ※日程を再調整中
５月25日(月)  めむろーど2階セミナーホール
➀ 9:30-11:45（主任以下） 約120人
②13:15-15:30（管理･監督職） 約80人

“教育”の領域は、教育委員会内にとどま
らず、教委部局と町⻑部局が⼀体となった
政策展開が必須の時代である。

現に芽室町においても、総合教育会議、
⾷農教育の実施やジモト大学の⽴ち上げな
どが進められている。
「これからの教育」をテーマに、部局の壁
を超えて全職員が研修を受講し、教育の本
質から人づくり・まちづくりを自分ごとと
して考え、部局間連携による新たな時代の
教育政策を実現していく。

職場内研修② （外部講師） まちづくりと 「郷土愛」

シティープロモーションの本質から郷土愛を学ぶ

◇講師 東海大学 教授
河井 孝仁 氏

◇研修日程
10月
講演① 15:00-16:30（管理・監督職 約80人）
講演② 10:00-11:30（主任職以下 約120人）
ワークショップ説明 13:30 – 14:00
ワークショップ 14:00-17:00
※町⺠の参加も検討

河井教授の主な著書
◆シティープロモーション 地域の魅⼒を創るしごと
◆シティープロモーションでまちを変える
◆「失敗」からひも解くシティープロモーション

なにが「成否」をわけたのか
◆「地域の人」になるための８つのゆるい方法

人口減少・少子高齢化時代の中、持続可
能な地域を構築していくための方向性は、
人口が減る中でも、その地域内の熱量を上
げていくことが解決策の⼀つになると考え
る。シティープロモーションの本質から郷
土愛を学び、庁舎内全体に、今後のまちづ
くりに必要なキーワードの共有を図る。

職場内研修③ （外部講師） 新規採用職員研修 「政策･チーム力」

町民ひとりひとりの想いから課題と解決策を

◇講師 ㈱スマイルズ
中神 美佳 氏

◇研修日程 ※日程再調整中
５月
DAY1 全体像説明

企画⼒講座（問題･課題･解決策）
テーマ設定
課題発⾒
クリエイティブシンキング

DAY２ 解決策のまとめ
発表

令和２年度新規採⽤職員を対象として、
３つの目的で⼀泊二日の研修会を開催する。
（目的）
1 リフレッシュと絆づくり
2 基礎自治体職員としての原理原則を学ぶ
3 課題設定・解決策実現までの成功体験
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◆ 業務スケジュール

町長公約
町有未利用地の活用（未利用となった公共用地について活用計画を策定し方向性を定
める）

公約達成
年次

2022年

4-2-1

事務事業名 契約管財係町有財産（土地・建物）管理事務

年度 ヒアリングシート 〔主要事業意見交換・サマーヒアリング〕 総合計画
施策番号2020

所属
部門

総務課

6月5月4月

◆ 検討課題と解決策

3月2月1月12月11月10月9月8月7月

意
見
交
換

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

老朽化した町有住宅の
在り方

サ
マ
ヒ
ア

評価・計画・予算の
年間スケジュール(予定)

コ
メ
ン
ト

検
討
課
題
・
解
決
策

主要事業意見交換

【検討課題】
①　町有未利用財産（土地・建物）の活用手法
②　老朽化した町有住宅の在り方

【解決策】
①　町有未利用財産（土地・建物）の活用手法
　公共未利用地の有効活用に関する指針を基に、新たな計画
の策定若しくは公共施設等総合管理計画等の既存計画を読み
替える等により方向性を定め、売却等による処分、再活用等を
進めていく。

②　老朽化した町有住宅の在り方
　安全性等の観点から、数年後の用途廃止を見据えて入居者
と協議を行う。公営住宅への引越し希望の有無等を踏まえなが
ら確認を行い、解体等のスケジュールを策定する。

サマーヒアリング(主要事業意見交換対象事業は進捗状況も記載)

 * 推進のための具体的な内容と時期について記載してください。矢印で期間を示すのではなく、実施予定時期を明示します。

 *一番下の行は削除しないでください。

サ
マ
ヒ
ア

業務詳細

意
見
交
換

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

意
見
交
換

町有未利用財産（土地・
建物）の活用手法

サ
マ
ヒ
ア

事務事業

評価提出
サマヒア提出 実行計画提出 予算提出

●
・旧みなみ児童館跡地

売払い入札

●
売払可能物件洗出

●
活用手法計画策定

●
入居者との協議終了・集約

●
スケジュール整理

予算化

●
旧みなみ児童館

跡地売払い

９月議会提案

●
翌年度売却物件調査
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町長公約
地域防災対策の意識向上と推進、防災資機材の整備と災害情報の伝達、災害訓練の
実施と関係機関との連携、消防・救急の充実

公約達成
年次

２０２２年

4-1-1

事務事業名 地域安全係地域防災対策事業

年度 ヒアリングシート 〔主要事業意見交換・サマーヒアリング〕 総合計画
施策番号2020

所属
部門 総務課

6月5月4月

◆ 検討課題と解決策

3月2月1月12月11月10月9月8月7月

意
見
交
換

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

備蓄品の整備

サ
マ
ヒ
ア

評価・計画・予算の
年間スケジュール(予定)

コ
メ
ン
ト

検
討
課
題
・
解
決
策

主要事業意見交換
【検討課題】
（１）災害告知用戸別端末（防災ラジオ）未配付者への配付及び配付方法
の検討。
（２）災害用備蓄品の計画的な備蓄及び防災拠点倉庫への備蓄整理。
（３）避難行動要支援者個別計画の作成。
（４）住民主体及び各関係機関と連携した防災訓練の実施。
　
【解決策】
（１）令和元年度実施したアンケート調査を基に、配付希望世帯の抽出業
務。また、配付会を開催するなどし、配付希望世帯へ災害告知用戸別端
末（防災ラジオ）を配付する。
（２）芽室町備蓄品整備計画に基づく備蓄品の整備や計画数量の適切な
管理。また、災害時に円滑な備蓄品の搬出・搬入が賄える防災備蓄倉庫
の整備。
（３）避難行動要支援者の支援業務を的確にするため、関係課と情報共
有を図る。また、自主防災組織と連携し、個別計画を作成する。
（４）訓練の目的を明確化するとともに、参加住民が体験できる項目を取
り入れる。また、災害協定締結企業などを活用し、災害時に向け連携の
強化を図る。

サマーヒアリング(主要事業意見交換対象事業は進捗状況も記載)

 * 推進のための具体的な内容と時期について記載してください。矢印で期間を示すのではなく、実施予定時期を明示します。
 *一番下の行は削除しないでください。

各種訓練の実施

サ
マ
ヒ
ア

業務詳細

意
見
交
換

防災拠点倉庫整備

サ
マ
ヒ
ア

意
見
交
換

避難行動要支援者個
別計画の作成

意
見
交
換

災害告知用戸別端末
導入・配付

サ
マ
ヒ
ア

事務事業

評価提出
サマヒア提 実行計画提出 予算提出

●
契約審査会及び入札 ●

配付会の開催 以降随時配付

●
総合防災訓練（地震想定）

本部訓練（水害想定）

●
各部訓練

●

●
入札業務

●
備蓄品発注

●
備蓄品計画に基づく予算計上

次年度以降の訓練内容

検討及び決定

●

配付方法の検討

●

●
議会提案

建築工事開始

● ●
建築工事完了

備蓄品の搬入及び使用開始

●

●
北海道との協議及

び協力依頼

訓練の反省

●

●
関係課協議

●自主防災組織（町内会）へ避難行動要支

援者名簿の配付及び個別計画作成への説明

随時作成開始

●

●
議会提案及び発注
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